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公益社団法人千葉県栄養士会定款施行規則  

 

制定施行  平成２４年  ４月  １日  

一部変更  平成２６年  ４月  １日  

一部変更  平成２６年  ７月１２日  

 

 

第１章  総   則  

（目  的）  

第１条  この規則は、定款第５２条の規定に基づき会務の執行に必要な事項を定め

る。  

 

第２章  会   員  

 

（会員の入会手続）  

第２条  会員になろうとする者は、入会申込書（様式１）に所定の事項を記入し、

定められた経費の負担として入会金（１、０００円）及び当該年度の会費を添え、

会長に提出しなければならない。  

２  会長は会員として承認したときは、会員名簿（様式２）に登録するとともに会

員証（様式３）を交付しなければならない。  

  ただし、日本栄養士会に入会する場合は、千葉県栄養士会の会員証を交付しな

い。  

 

（名誉会員）  

第３条  会長は会員が次の各号に該当したときは、理事会の承認を得て総会に名誉

会員として推薦することができる。  

( 1) 定款第２１条に定める役員を通算５期（会長１期を含む）以上歴任し、年齢

が７０歳以上の者  

 (2) 本会に多額の寄付を行い、本会の発展に貢献した者  

 (3) その他前各号に準ずる者  

２  会長は総会の承認を得て名誉会員と決定したときは、名誉会員名簿（様式７）

に登録するとともに、名誉会員の証（様式８）を授与する。  

３  名誉会員は会費を免除するとともに、終身会員とする。  

４  会長は名誉会員に機関紙などを送付する。  

 

（協賛会員の入会手続等）  

第４条  協賛会員になろうとする者は、入会申込書（様式４）に所定の事項を記入

し会長に提出し、理事会の承認を得なければならない。  

２  理事会で承認された協賛会員は、定められた会費を会長に納入しなければなら

ない。  

３  会長は協賛会員から会費の納入を受けたときは、協賛会員名簿（様式５）に登
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録するとともに協賛会員証（様式６）を交付しなければならない。  

４  協賛会員に関し必要な事項は、この細則に定めるもののほか理事会の決議を経

て別に定める。  

 

（特別会員の入会手続き）  

第４条の２ 国際栄養士連盟に加盟している外国の栄養士会の会員で、千葉県に居住もし

くは勤務し、本会の趣旨に賛同する者は、特別会員の入会申込みをすることができる。  

２ 特別会員になろうとする者は、入会申込書（様式 12）を本会に提出しなければならな

い。  

３ 入会申込書が提出されたときは、理事会は速やかに、入会を承認するか否かを決する。  

４ 入会を承認したときは、特別会員名簿（様式 13）に登録しなければならない。  

５ 特別会員は、会員でないことによる制限を除き、会員に準じ、情報の授受・発信機会

を得るとともに研修会、その他の催事へ参加することができる。  

 

（退会の手続き）  

第５条  会員及び協賛会員、特別会員が退会しようとするときは、会長に退会届（様

式９）を提出しなければならない。  

２ 前項の場合、会長は名簿の登録を抹消しなければならない。  

 

（登録事項の変更）  

第６条  会員及び協賛会員、特別会員が登録事項に変更があったときは、１５日以

内に会長に登録記載事項変更届（様式 10）を提出しなければならない。  

２ 前項の場合、会長は登録事項を訂正しなければならない。  

 

第３章  会費及び醵出金  

 

（会  費）  

第７条  会員、特別会員の会費は、年額１０，０００円とする。  

 

（会費の納入方法）  

第８条  会員及び協賛会員、特別会員は翌年度の会費を前年度の３月３１日までに

納入しなければならない。  

２  会長は、会員及び協賛会員、特別会員から会費が納入されたときは領収書（様

式１１）を交付しなければならない。  

 

（醵出金）  

第９条  研修会その他集会に必要な経費及び賦課金を徴収することができる。  

  ただし、この場合の金額は理事会において定める。  

 

第４章  代理人   

（総会における代理人の権能）  

第 10 条  定款第１９条第１項で定める代理人は、会員の委任を受けて総会に出席
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し、議決に加わることができる。  

 

第５章  役員の選任  

 

（役員の選任に関する事務）  

第 11 条  役員の選任に関する事務は、役員選任管理委員会が行う。  

２  役員選任管理委員会は、選任管理人３名以上４名以内及び選任立会人３名以上

４名以内をもって構成し、委員長は選任管理人の互選とする。  

３  会長は会員の中から選任管理人及び選任立会人を指名する。  

  会長は、委員が役員の選任に関する事務を適正に実施することが困難と判断し

たときは、委員を変更することができる。  

４  選任管理人及び選任立会人の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。  

 

（役員の選任方法）  

第 1２条  役員の選任方法については、定款及びこの細則に定めるもののほか、理

事会において別に定める。  

 

第 6 章  顧問・参与・職員  

 

（顧問及び参与の任期）  

第 13 条  定款第２ 8 条第 1 項に定める顧問及び参与の任期は、委嘱した会長の在任

期間とする。  

 

（職  員）  

第 14 条  職員は別に定める事務局業務に従事する。  

２  職員の服務、給与等に関し必要な事項は理事会において定める。  

３  会長は、理事会の承認を得て事務局長及び事務局次長を置くことができる。  

 

第 7 章  執行機関  

 

（業務担当部の設置）  

第 15 条  本会は業務の執行に当たり業務担当部として総務部、事業部、学術部、

組織部、広報部を設置する。  

２  各部に部長、副部長を置く。部長、副部長は理事の互選により選出する。部長

は各部を所掌し、副部長は部長を補佐する。  

３  理事はいずれかの部に所属しなければならない。  

４  各部の所掌業務は、理事会の決議を経て別に定める。  

５  会長、副会長、部長は部長会を組織し、理事会が委任した事項及び理事会に付

議する事項並びに緊急を要する事項等を協議する。  

  部長は出席できないときは、代理を出席させなければならない。  

６ 会長は、必要に応じて部長会の構成員に職域事業部企画運営委員長を加えた拡大部長

会として開催することができる。  
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  職域事業部企画運営委員長は出席できないときは、代理を出席させなければならない。 

７  職 域事業部との緊密な連携や調整を図ることを目的に職域 事業部担当理事を

置く。  

 

（委員会の設置）  

第 16 条  理事会が必要と認めたときは、委員会を設けることができる。  

 

第 8 章  職域事業部の設置及び運営  

 

（職域事業部の職域区分）  

第 17 条  定款第３６条第 1 項に定める職域事業部の職域区分は次のとおりとする。 

 ⑴  公衆衛生  

 ⑵  医療  

 ⑶  学校健康教育  

 ⑷  福祉  

 ⑸  勤労者支援  

 ⑹  地域活動  

 ⑺  研究教育  

２  職域事業部は、必要に応じて部会及び地区（ブロック）等を置くことができる。  

 

（職域事業部の事業及び運営）  

第 18 条 職域事業部は、定款第４条第１項に定める事業を行う。 

２ 職域事業部に企画運営委員長を置く。  

３  職域事業部の運営は、別に定める職域事業部設置運営規程によるほか、この法

人の定める諸規程の範囲内において別に定めることができる。   

この規程を定めるとき、または、変更しようとするときは理事会の承認を得な

ければならない。  

４ 企画運営委員長は職域事業部担当理事とし、各職域事業部は、これを推薦する。  

 

（職域事業部事業費） 

第 19 条 職域事業部企画運営委員長は会長に対し、２月末日までに、翌年度分の事業計

画及び収入支出予算案を示し、職域事業部事業費を申請することができる。  

  ただし、正当な理由があるときは、理事会の承認を得て期日を延長することができる。  

２ 理事会は、申請を基に審査して、承認したときは職域事業部事業費を交付することが

できる。  

３ 職域事業部事業費を受理した企画運営委員長は、当該年度の３月３１日までに会長に

対し、事業報告及び収入支出決算書を提出しなければならない。  

  ただし、正当な理由があるときは、理事会の承認を得て期日を延期することができる。  

 

第 9 章  地域事業部の設置及び運営  
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（地域事業部の設置）  

第 20 条  定款第３８条第 1 項に定める地域事業部は、地方自治法に定める政令指

定都市に置く。  

 

（地域事業部の事業及び運営）  

第 21 条  地域事業部は定款第 4 条第１項に定める事業を行う。  

2 地域事業部に企画運営委員長を置く。  

3 地 域事業部の運営は、別に定める地域事業部設置運営規程によるほか、この法

人の定める諸規程の範囲内において別に定めることができる。   

  この規程を定めるとき、または、変更しようとするときは理事会の承認を得な

ければならない。  

 

（地域事業部事業助成金）  

第 22 条 地域事業部企画運営委員長は会長に対し、２月末日までに、翌年度分の事業計

画及び収入支出予算案を示し、地域事業部事業助成金を申請することができる。  

  ただし、正当な理由があるときは、理事会の承認を得て期日を延長することが

できる。  

２ 理事会は、申請を基に審査して、承認したときは地域事業部事業助成金を交付するこ

とができる。  

３ 地域事業部事業助成金を受理した地域事業部企画運営委員長は、当該年度の３月３１

日までに会長に対し、事業報告及び収入支出決算書を提出しなければならない。  

  ただし、正当な理由があるときは、理事会の承認を得て期日を延期することができる。  

 

第 10 章  雑   則  

 

（定款施行規則の変更）  

第 23 条  この規則の変更は、理事会において行う。  

 

付 則（平成２３年７月２日）  

  この細則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 106 条第１

項に基づく公益社団法人千葉県栄養士会の設立の登記の日から施行する。  

 

付  則（平成２３年９月３日）  

  この細則の一部を変更し、公益社団法人千葉県栄養士会の設立の登記の日から施行

する。  

 

付  則（平成２４年４月１４日）  

  名称を定款施行規則と改めるとともに、一部を変更し平成２４年４月１日から

施行する。  

 

付  則（平成２６年３月２２日）  
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  この規則の一部の変更は、平成２６年４月１日から施行する。  

 

付  則（平成２６年７月１２日）  

  この規則の一部の変更は、平成２６年７月１２日から施行する。  

 

 


